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１ 対象行為 
法律案の概要１（１）では、「対象行為を①優良誤認表示（４条１項１号）、有利誤認

（同項２号）及び②不実証広告規制に係る表示（４条２項）とする。」としている。 

 しかし、事業者が表示を選択する場合、不当表示か否かは必ずしも明確ではない場合

がある。したがって、優良誤認になることをおそれての委縮効果が極めて大きい。 

 そうしたことから、過去の事案も含めて、不実証広告規制に係る判断基準や内容の詳

細が公表されない限りは、不実証広告規制に係る表示は課徴金の対象とすべきでない。 

 

【理由】不実証広告については、表示の根拠として一定の資料が提出されても合理的

な根拠と認められるかの判断は困難であり、事業者が十分と考えるものが消費者庁によ

って不十分、不適切と判断される場合がある。根拠を準備するにあたって消費者が商品

を使用する状況をどこまで考慮すればよいのか、効果のメカニズムをどの程度解明する

必要があるのか、どのような根拠をどれだけ準備すればよいのか等個別ケース毎の消費

者庁の判断が公表されていないために、不実証広告規制を含む優良誤認に関する萎縮効

果は極めて大きい。 

 

２ 主観的要素 
 法律案の概要１（３）では、「違反行為を行った事業者自らが注意義務を尽くしてい

たことの証明があったときは、例外的に課徴金賦課の対象から除外するものとする。」

としている。 

 しかし、主観的要素として、故意の不当表示に限定し、また、事業者に故意があった

ことの証明は行政により行われるべきである。 

 

【理由】この点、「不当景品類及び不当表示防止法上の不当表示規制の実効性を確保す

るための課徴金制度導入等の違反行為に対する措置の在り方について」（答申・平成２

６年６月１０日消費者委員会、以下「答申」という。）では、「事業者が十分な注意を尽

くしたにもかかわらず客観的には不当表示であったという場合には、課徴金の賦課によ
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る事前の抑止力は働かず、制度目的の達成にはつながらない。」ことを考慮しながら、

「事案の多くは故意による事案又は社会通念上尽くすべき注意を著しく欠く事案と考

えられる。また、客観的な違反行為があることに加えて主観的要素をも要件として加重

するとした場合には、その認定等のために執行の負担が生じることも考慮する必要があ

る。」として、結論では、「不当表示がなされた場合においては、原則として課徴金を賦

課することとし、違反行為者から、不当表示を意図的に行ったものではなく、かつ一定

の注意義務を尽くしたことについて合理的な反証がなされた場合を､例外的に対象外と

すれば足りる。」としている。 

 

 しかし、実際は、流通業においては、事業者が意図したわけではないのに不当表示と

判断される場合がある状況が看過されている。 

 例えば、卸売業者、小売業者は商品の原材料、原産国、品質等すべてをチェックする

ことは困難なので、メーカーのパンフレット等に基づいて広告表示を作成するしか方法

がない。また、メーカーについても､新製品の広告は、製造を見越して頒布されるが、

外注先の製造が遅れたために発売に間に合わなかったため、広告と事実関係が異なって

しまう場合、下請事業者が加工の工程を落としたために、加工が施されていない商品を販

売してしまった場合等があげられる。いずれもこれらの例では措置命令がなされている。 

 

しかし、課徴金を課すとなると、別個の検討が必要である。 

答申では、「不当表示を事前に抑止するための方策として、現行の措置命令に加え、

違反行為者に経済的不利益を課し、違反行為に対するインセンティブを削ぐ課徴金制度

を導入する必要性は高い。」（３頁）とされている。 

かかる説明は、抑止力が働くことを大前提としている。しかし、無過失責任である不

当表示に課徴金を課すことは、抑止力につながらない。なぜなら、故意に違法行為を行

うからこそ、ペナルティが大きいが故に経済合理性がないと考え、抑止力が働くのに対

し、無過失責任の場合は、もともと意図的ではなく、ペナルティと違法行為との比較衡

量が及ばず、抑止力が働かないからである。また、前述の流通業の例では、仮に不当表

示か否かを厳密にチェックするとすれば、多額の費用を要することになり、商品の価格

を上げざるを得なくなり、消費者の利益に繋がらない結果を招来することになる。 

措置命令を超えて課徴金を課すには、抑止力が働くこと及びペナルティを強化するに

足る、それに見合った悪質性が必要と考えるべきである。 

従って、主観的要件として、故意（重過失）を必要とすべきと思料する。そうするこ

とにより、独占禁止法や金融商品取引法上の課徴金制度がいずれも故意を前提としてい

ることとのバランスも確保することができる。 

また、このような制度設計であっても、社会問題化した一連の食品表示事案では、優

に故意（重過失）を認定できることから、課徴金制度を導入する契機となった事例に対



3 
 

応できる点で妥当な結果を導くことができる。 

答申では、「違反行為者から、不当表示を意図的に行ったものではなく、かつ一定の

注意義務を尽くしたことについて合理的な反証がなされた場合を､例外的に対象外とす

れば足りる。」とされ、法律案の概要でも「違反行為を行った事業者が自らが注意義務

を尽くしていたことの証明があったときは、例外的に課徴金賦課の対象から除外するも

のとする。」とされているが、事業者の販売行為という極めて重要な販売促進活動につ

いて、不当表示を意図的に行ったものではなく、かつ注意義務を尽くしたことについて

の証明を事業者に対して要求することは、経済活動の萎縮効果が過大なものとなるばか

りか、消費税増税下における経済成長を大きく妨げる要因となるおそれがあると言わざ

るを得えない。 

 そもそも景表法は、2009 年に公正取引委員会から消費者庁に移管されたことに伴い、

競争法体系から消費者法体系に変わったが、消費者保護に傾斜する余り事業者の経済的

活動を過度に阻害することがあってはならないと思料する。 

 さらに、不当表示という違法行為に見合ったペナルティが課されるべきであるという

観点からも、課徴金による抑止は、故意の不当表示に限定されるべきと思料する。 

 

３ 課徴金の算定率 
 法律案１（４）では、規模基準として「課徴金の額が１５０万円未満となる場合には

課徴金を賦課しないこととする。」としているが、資本の額等によって区分を設けるべ

きである。 

 

【理由】課徴金制度を導入にあたっては、不当利得の剥奪の趣旨から、利益率を考慮

するのであれば、製造業者、卸売､小売等の業種や資本の額又は出資の額（以下「資本

の額等」という。）に応じた区分を設けるべきである。課徴金の算定率については、独

占禁止法の課徴金の算定率についてこれら業種、資本の額等の区分が採用されている

（独禁法７条の２第１項、５項参照）。 

 
４ 被害回復 
 法律案１（７）では、被害回復として、一定の要件の下、返金や寄附を行うことによ

り課徴金を免除する制度を設けるという。しかし、通常、返金を行う場合は商品の全額

を返金すると想定されるところ、悪質な事業者は返金を行わず、通常の返金に要する金

額を大幅に下回る課徴金の額のみ納付する結果となり、課徴金を納付することが「返金

を行わないこと」の言い訳として利用されてしまうおそれがある。したがって、返金や

寄附を行うことにより課徴金を免除するしくみは、消費者の救済という観点からは、有

効とは言い難いが、少なくとも事業者が返金を行いやすくなるよう、その手続きに係る

要件は最低限のものとすべきである。また、このしくみが消費者の被害回復にあるなら
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ば、国民生活センターに対する寄附は、不当表示による被害者の直接の被害回復につな

がる訳ではないため、課徴金の免除が認められるための要件とすべきではなく、事業者

が返金を行えば課徴金額から控除されるしくみとすべきである。 

 
【理由】課徴金制度が導入されても、課徴金自体は国庫に帰属するだけで不当表示に

より不利益を受けた消費者の救済には役立たないことから、答申では事業者による被害

者への自主的返金額を課徴金から控除することにより抑止効果を維持しつつ、被害回復

を促進できるとしている。 

 そもそも、通信販売では、事業者が購入した消費者の購入履歴、氏名、住所等を把握

していることが多いため、過去の実績において、不当表示が確認された場合は、購入者

に連絡を取り、返品、返金、本来の商品の送付を促すことにより、不当表示の被害対応

は十分に達成されている。店舗販売においても、店頭掲示、事業者のウェブ等を通じて、

購入者に告知することにより、多くの不当表示の被害対応を行っているのが実態である。 

 ところが、悪質な事業者については、積極的な被害者救済は期待できず、課徴金のみ

を支払うことが想定されるのに対し、遵法意識の高い事業者は、万一不当表示を行った

場合は、積極的に被害者救済を行うことから、売上額全額を返金するため、不当表示に

係る経済的な負担は、悪質な事業者ほど小さいという結果を招来し、バランスを欠く結

果となることが想定される。 

 

 さらに、課徴金の額に相当する金額だけの返金を行えば免除される制度設計であるこ

とから、悪質な事業者は、被害者への救済を課徴金の限度に止める現象が生ずる可能性

もある。 

 

遵法意識が高い事業者は、可能な限り被害者救済を行い、判明しない限度で寄附を行

うことが予想されるが、悪質な事業者は、積極的な被害者救済も寄附も行わず、課徴金

のみを支払うことが想定される。結局、不当表示に係る経済的な負担は、悪質な事業者

ほど小さいという結果を招来し、バランスを欠く結果となるばかりか、決して被害者救

済にとって有効とはいえない。 

 

 このような不合理な結果は、課徴金の対象者を故意の不当表示を行った事業者に限定

せず、原則的に無過失の事業者を含めるという制度設計を補うための方策を種々講じる

という構図から生まれた結果に他ならない。 

 以上により、課徴金制度を導入する場合の対象者を、注意義務を尽くしていたことの

証明を事業者に求めることなく故意の不当表示者に限定すべきと思料する。 

 
６ リーニエンシー制の導入と減額の範囲 
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法律案１（２）では、違反行為について自主申告した事業者に対し、課徴金額の２分

の１を減額するというが、全額免除すべきである。 

 

【理由】無過失責任の事業者を対象に含める課徴金制度を導入するという場合は、自

主申告（リーニエンシー）による課徴金免除の制度の採用は不可欠である。前述したよ

うな不当な結果に対し、遵法意識の高い事業者には、事後的に課徴金の賦課を回避する

制度を広く認める必要があるからである。かかる観点からは、減額を２分の１とせず、

全額認めるべきである。 

 
７ .総括 
 以上のとおり、不当表示に対する抑止力を高めるという目的は正当であっても、その

手段として、無過失責任である不当表示に課徴金制度を導入することは、その効果であ

る抑止力が期待できないばかりか、むしろ広告宣伝という極めて重要な事業者の活動を

過度に萎縮させる効果をもたらす弊害の方が大きいと思料する。 

 仮に課徴金制度を採用する場合は、故意の不当表示に限定すべきことは必須である他、

以上の意見について制度案の見直しを十分に考慮されたい。 

以上 
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１. 対象行為 

 不実証広告については、表示の根拠として一定の資料が提出されても合理的な根

拠と認められるかの判断は困難であり、事業者が十分と考えるものが消費者庁によ

って不十分、不適切と判断される場合がある。根拠を準備するにあたって消費者が

商品を使用する状況をどこまで考慮すればよいのか、効果のメカニズムをどの程度

解明する必要があるのか、どのような根拠をどれだけ準備すればよいのか等個別ケ

ース毎の消費者庁の判断が公表されていないために、不実証広告規制を含む優良誤

認に関する萎縮効果は極めて大きい。したがって、不実証広告規制に係る表示は課

徴金の対象とすべきではない。 

２. 主観的要素 

「不当表示がなされた場合においては、原則として課徴金を賦課することとし違 

反行為者から、不当表示を意図的に行ったものではなく、かつ一定の注意義務を 

尽くしたことについて合理的な反証がなされた場合を､例外的に対象外とすれば 

足りる。」としている。しかし、実際は、流通業においては、事業者が意図したわ 

けではないのに不当表示と判断される場合があるという点が看過されている。答 

申では不当表示を抑止するための方策として、違反者に違反行為に対するインセ 

ンティブを削ぐ課徴金制度を導入する必要性が高いとされている。これは抑止力 

が働くことを大前提としている。しかし、無過失責任である不当表示に課徴金を 

課すことは抑止力につながらない。故意に違法行為を行うからこそ、ペナルティ 

が大きいが故に経済合理性がないと考え、抑止力が働く。無過失責任の場合は、 

もともと意図的ではなく抑止力は働かない。措置命令を超えて課徴金を課すには 

抑止力が働くこと及びペナルティを強化するに足る、それに見合った悪質性が必 

要ではないか。 

したがって、課徴金による抑止は故意の不当表示に限定されるべき。 

３. 課徴金の算定率 

 資本の額等の区分を設けるべき 

４. 被害回復 

 悪質な事業者は返金を行わず、通常必要とする返金額を大幅に下回る課徴金のみを納

付することになるのではないか。また、寄付することは被害者の直接の被害回復とはな
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らないため、事業者が返金を行えば課徴金額から控除される仕組みとすべきではないか。 

５. リーニエンシー（自主申告） 

 リーニエンシー（自主申告）による課徴金免除制度は不可欠である。 

６. 総括 

 不当表示に対する抑止力を高める目的であっても、無過失責任である不当表示に課徴

金を導入することはその抑止力が期待できないし、事業活動を過度に委縮させる効果を

もたらしてしまう。課徴金制度を導入する場合は、故意の不当表示に限定すべきであり、

制度案の見直しを十分に考慮されたい。 


